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公文書管理法の施行に伴い、独立行政法人等は、

保存期間が満了した法人文書について、歴史資料

として重要な公文書等（以下「歴史公文書等」と

いう。）に該当するものは国立公文書館等へ移管し

なければならなくなった１。従来、法人文書は移

管対象とされていなかったが、独立行政法人等が

公的性格の強い業務を行っていることにかんがみ、

国民に対する説明責務が適切に果たせるようにす

るため、対象となったものである。

では、どのような法人文書が歴史公文書等に該当

するのか。この判断のよりどころに関しては、平

成 23 年 1 月 25 日に内閣府が開催した「今後の公

文書管理の取組に関する独立行政法人等連絡会議」

における別添の配付資料（「法人文書の移管につい

て」）を参照されたい。歴史公文書等の該当性の判

断については、行政文書に準じ、適切な判断を行

うこととされており、国の行政機関から組織替え

によって引き継いだ文書については行政文書にお

ける判断指針に該当するもの、その他大規模な公

共事業、国家的な重要事業等に関するものが例と

して掲げられている。また、行政機関から移管さ

れる文書との重複を避ける趣旨から、移管対象と

ならない文書についても例示されている。

まだまだ歴史公文書等の該当性を判断する指針

としては具体性に乏しいと言わざるを得ないが、

独立行政法人等の業務は多岐にわたり、したがっ

て、作成・取得される文書も多様なことから、こ

れ以上すべての独立行政法人等の法人文書に関す

る横断的かつ具体的な判断指針を示すことは困難

である２。

独立行政法人等は、公文書管理法の規定を踏ま

え、移管・廃棄の判断指針を含めた法人文書管理

規則を制定することとされている。各独立行政法

人等は、当該規則に則り、保存期間が満了した個

別の法人文書について移管か廃棄かの判断をする

ことになる。

一方、歴史公文書等に該当しない法人文書は、保

存期間満了時点ですべて廃棄をしなければならな

いのか。答えは「否」である。国立公文書館等が

移管を受け入れる歴史公文書等には該当しないも

のの、独立行政法人等の事務・事業に関して重要

な法人文書は多数存在するものであり、そのよう

な法人文書は、保存期間を長期又は無期限とする

等、独立行政法人等において現用文書として保存

し続けることができる。

以上のような移管・廃棄の判断をすることになる

担当者は、当該判断に当たって悩まれることであ

ろう。国立公文書館は、専門的技術的助言を行う

用意があるので、特に法人文書の移管時など、積

極的なご相談をお待ちしているところである。

１「国立公文書館等」には、国立公文書館のほか、平成 23 年 4 月 1 日現在、内閣総理大臣から指定を受けた日本銀行金融研
究所アーカイブ、国立大学法人東北大学学術資源研究公開センター史料館公文書室、国立大学法人名古屋大学大学文書資
料室、国立大学法人京都大学大学文書館、国立大学法人神戸大学附属図書館大学文書史料室、国立大学法人広島大学文書
館及び国立大学法人九州大学大学文書館の 7 施設があり、当該法人により作成・取得された法人文書に限っては、それぞ
れの施設へ移管されることとなる。

２ 現在、独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用機関法人、特殊法人等の総計 200 超の法人が公文書管理法の対象となっ
ており、また、国立大学法人の教育研究等を始め、独立行政法人等の公共事業執行、助成事業等執行、研究開発等、業務
内容的にも多岐にわたる。
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